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関西電力株式会社高浜発電所原子炉施設保安規定の変更に関する

審査結果 

 

 

原規規発第 2102151 号 

令和３年２月１５日 

原 子 力 規 制 庁  

 

Ⅰ．審査結果 
原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、2019 年 7月 31 日付け関原発第

172 号（2019 年 10 月 8 日付け関原発第 302 号、2020 年 6 月 12 日付け関原発第 133 号、2020 年

10 月 16 日付け関原発第 348 号、2021 年 1月 25 日付け関原発第 557 号及び 2021 年 2 月 4日付け

関原発第 570 号をもって一部補正）をもって、関西電力株式会社（以下「申請者」という。）か

ら、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下

「原子炉等規制法」という。）第４３条の３の２４第１項の規定に基づき申請された高浜発電所

原子炉施設保安規定（以下「保安規定」という。）変更認可申請書が、原子炉等規制法第４３条の

３の２４第２項第１号に定める発電用原子炉の設置又は変更の許可を受けたところによるもの

でないことに該当するかどうか、同項第２号に規定する核燃料物質若しくは核燃料物質によって

汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上十分でないものであることに該当するかど

うかについて審査した。 

審査の結果、本申請は、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項各号のいずれにも該当しな

いと認められる。 

具体的な審査の内容等については以下のとおり。 

 

Ⅱ．申請の概要 
申請者が提出した保安規定変更認可申請書によれば、変更の概要は以下のとおりである。 

 

１．１号炉及び２号炉に係る新規制基準への適合等のための変更 
１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の全号炉を運転するため、３号炉及び４号炉のみを運転す

るために定めた保安規定の事項について、以下の変更を行う。 

①１号炉及び２号炉に関する、原子力規制委員会設置法（平成 24 年法律第４７号）の一部

施行（新規制基準の施行）に伴う、関連条文への事項の追加 

②１号炉及び２号炉に関する、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則（平成 25 年 6月 28 日原子力規制委員会規則第５号。以下「設置許可基

準規則」という。）等の一部改正（アニュラス空気再循環設備等の設置、有毒ガス防護及び
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溢水対策の実施）に伴う、関連条文への事項の追加 

③１号炉及び２号炉に関する、高燃焼度燃料導入、中央制御盤取替等に伴う運用の明確化等 

 

２．新知見反映等に伴う変更 
（１）シビアアクシデント対策高度化に伴う変更 

３号炉及び４号炉に送水車を導入することに伴い、関連条文の変更を行う。 

（２）津波警報等が発表されない可能性がある津波への対応の追加に伴う変更 

津波警報等が発表されない可能性がある津波への対応を追加することに伴い、関連条文の変

更を行う。 

 

Ⅲ．審査の内容 
Ⅲ－１．原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第１号 

規制庁は、本申請について、以下に掲げる事項を確認したことから、発電用原子炉の設置又は

変更の許可を受けたところによるものでないことに該当しないと判断した。 

 

１．１号炉及び２号炉に係る新規制基準への適合等のための変更 
①保安管理体制について、保安規定に定める保安管理体制が、発電用原子炉の設置又は変更

の許可を受けた発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整

備に関する事項の内容等と整合していること 

②運転管理について、保安規定に定める運転上の制限、重大事故等発生時の体制の整備等が、

発電用原子炉の設置又は変更の許可を受けた発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造

及び設備の内容、発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生した場合における

当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関する事項の内容等と整合して

いること 

③燃料管理について、保安規定に定める使用済燃料の貯蔵等が、発電用原子炉の設置又は変

更の許可を受けた発電用原子炉施設の位置、構造及び設備の内容等と整合していること 

④放射性廃棄物管理について、保安規定に定める放射性気体廃棄物の管理等が、発電用原子

炉の設置又は変更の許可を受けた発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理

に必要な体制の整備に関する事項の内容等と整合していること 

⑤放射線管理について、保安規定に定める放射線計測器類の管理が、発電用原子炉の設置又

は変更の許可を受けた発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体

制の整備に関する事項の内容等と整合していること 

⑥施設管理について、保安規定に定める施設管理計画等が、発電用原子炉の設置又は変更の

許可を受けた発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備

に関する事項の内容等と整合していること 

⑦非常時の措置について、保安規定に定める緊急作業従事者の選定等が、発電用原子炉の設
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置又は変更の許可を受けた発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生した場

合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関する事項の内容等

と整合していること 

⑧記録及び報告について、保安規定に定める記録に関する事項が、発電用原子炉の設置又は

変更の許可を受けた発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制

の整備に関する事項の内容等と整合していること 

 

２．新知見反映等に伴う変更 
（１）シビアアクシデント対策高度化に伴う変更 

①送水車導入に伴う、保安規定に定める重大事故等発生時の体制の整備等が、発電用原子炉

の設置又は変更の許可を受けた発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の内

容等と整合していること 

（２）津波警報等が発表されない可能性がある津波への対応の追加に伴う変更 

①基準津波３及び基準津波４の追加並びに潮位観測システム（防護用）の設置に伴う、保安

規定に定める津波警報等が発表されない可能性がある津波への対応に関する体制の整備

等が、発電用原子炉の設置又は変更の許可を受けた発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の内容等と整合していること 

 

Ⅲ－２．原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第２号 
規制庁は、本申請について、以下に掲げる事項を確認したことから、災害の防止上十分でない

ものであることに該当しないと判断した。 

なお、原子炉等規制法第４３条の３の２４第２項第２号に定める「核燃料物質若しくは核燃料

物質によつて汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上十分でないものであること」に

該当するかどうかについては、実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保

安規定の審査基準（原規技発第 1306198 号（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会決定。以下

「保安規定審査基準」という。）を基に判断した。 

また、ここで用いる号番号は、特に断りのない限り、実用発電用原子炉の設置、運転等に関す

る規則（昭和 53年通商産業省令第７７号）第９２条第１項各号を表している。 

 

１．１号炉及び２号炉に係る新規制基準への適合等のための変更 
申請者は、保安規定について、３号炉及び４号炉のみを運転するために必要な体制の整備等に

係る事項に関して、新規制基準の施行に伴う変更、設置許可基準規則等の改正等に対する変更認

可を受けており、本申請は、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の全号炉を運転するために必要

な体制の整備等に係る事項を追加するとしている。 

 

規制庁は、上記の変更内容について、以下に掲げる事項を確認したことから、保安規定審査基
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準を満足していると判断した。 

①１号炉から４号炉までの全号炉を運転するために必要な体制の整備等に係る事項を追加

しても、保安規定に新たな条文を設ける必要がないこと、並びに３号炉及び４号炉に係る

事項に影響を与えないこと 

②１号炉及び２号炉を運転するために必要な体制の整備等に係る事項について、許可を受け

たところによる基本設計ないし基本的設計方針に則した対策が機能するよう定めている

こと 

 

２．新知見反映等に伴う変更 
２－１．シビアアクシデント対策高度化に伴う変更 

（１）第８号イからハまで（発電用原子炉施設の運転に関する体制、確認すべき事項、異状があ

った場合の措置等） 

第８号イからハまでについて、保安規定審査基準は、発電用原子炉の運転に必要な運転員の

確保について定められていること、重大事故等発生時及び大規模損壊発生時に講ずべき措置に

ついて定められていること、サーベイランス（安全機能を有する系統及び機器、重大事故等対

処設備等について運転状態に対応した運転上の制限（以下「ＬＣＯ」という。）を逸脱していな

いことの確認をいう。）の実施方法について、確認する機能が必要となる事故時等の条件で必

要な性能が発揮できるかどうかを確認（以下「実条件性能確認」という。）するために十分な方

法が定められていること、ＬＣＯを逸脱した場合に要求される措置及び要求される措置の完了

時間（以下「ＡＯＴ」という。）が定められていること等を求めている。 

 

規制庁は、以下に掲げる事項を確認したことから、第８号イからハまでに関する保安規定審

査基準を満足していると判断した。 

①運転員等の確保について、重大事故等の対応のための力量を有する者を確保するとともに、

重大事故等の対応を行う要員として必要人数を常時確保することが定められていること、

運転員、緊急時対策本部要員及び緊急安全対策要員に欠員が生じた場合は速やかに補充を

行うこと、補充の見込みが立たないと判断した場合には、速やかに原子炉停止等の措置を

実施すること等が定められていること 

②可搬設備の運転に必要な事項が運転管理業務として定められていること 

③重大事故等への対応として、以下の事項が定められていること 

a.発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置、教育訓練及び

資機材の配備を含む計画を策定すること 

b.発電用原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制及び手順を整備する

こと 

c.上記の事項について、定期的に評価を行い、評価結果に基づき必要な措置を講じるこ

と 
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④重大事故等対処設備に関するＬＣＯ等の設定について、以下の事項が定められていること 

a.許可を受けたところによる安全解析の前提条件又はその他の設計条件を満足するＬ

ＣＯに関すること 

b.ＬＣＯの確認に当たって、実条件性能確認を行うために十分な方法（事故時等の条件

を模擬できない場合等においては、実条件性能確認に相当する方法であることを検証

した代替の方法を含む。）により行うこと 

c.ＬＣＯを満足していない場合に運転状態に応じて代替機能を有する設備の健全性を

確認する等の要求される措置及びＡＯＴに関すること 

d.要求される措置をＡＯＴ内で達成できない場合における動作要求のない運転状態へ

の移行や原子炉を停止する等の措置に関すること 

 

（２）第１６号（設計想定事象等に係る発電用原子炉施設の保全に関する措置） 

第１６号について、保安規定審査基準は、許可を受けたところによる基本設計ないしは基本

的設計方針に則した対策が機能するよう、想定する事象に応じて、次に掲げる措置を講ずるこ

と等が定められていることを求めている。 

①発電用原子炉施設の必要な機能を維持するための活動に関する計画（重大事故等及び大規

模損壊に係る事項を含む。）を策定し、要員を配置するとともに、計画に従って必要な活動

を行わせること 

②必要な機能を維持するための活動を行う要員に対する教育及び訓練に関すること、特に重

大事故等発生時又は大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の必要な機能を維持す

るための活動を行う要員に対する教育及び訓練については、それぞれ定期的に実施するこ

と及び重大事故等対処施設の使用を開始するに当たって必要な教育及び訓練をあらかじ

め実施すること 

 

規制庁は、以下に掲げる事項を確認したことから、第１６号に関する保安規定審査基準を満

足していると判断した。 

①重大事故等発生時及び大規模損壊発生時の体制の整備について、発電用原子炉施設の必要

な機能を維持するための活動として、以下の事項が定められていること 

a.体制の整備、教育訓練の実施、資機材の配備、並びに復旧作業及び支援を含む計画を

策定し、同計画に基づき必要な体制の整備を実施すること 

b.要員の配置について、発電所及び本店それぞれにおいて役割分担及び責任者を定め体

制を確立すること、複数号炉の同時被災に対応できる体制とすること 

c.手順書の整備について、炉心の著しい損傷を防止するための対策、原子炉格納容器の

破損を防止するための対策、使用済燃料ピットに貯蔵する燃料体の著しい損傷を防止

するための対策及び原子炉停止時の燃料体の著しい損傷を防止するための対策を含
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む重大事故等の発生及び拡大の防止に必要な措置の運用手順等を整備し、要員にこれ

らの手順を遵守させること 

d.要員に対する教育及び訓練について、重大事故等対処設備を設置又は改造する場合は

力量付与のための教育訓練を実施すること、力量の維持向上のための役割に応じた教

育訓練を定期的に実施すること 

 

２－２．津波警報等が発表されない可能性がある津波への対応の追加に伴う変更 
（１）第８号イからハまで（発電用原子炉施設の運転に関する体制、確認すべき事項、異状があ

った場合の措置等） 

第８号イからハまでについて、保安規定審査基準は、発電用原子炉の運転に必要な運転員の

確保について定められていること、津波の発生時に講ずべき措置について定められていること、

サーベイランス（安全機能を有する系統及び機器、重大事故等対処設備等についてＬＣＯを逸

脱していないことの確認をいう。）の実施方法について定められていること、ＬＣＯを逸脱し

た場合に要求される措置及びＡＯＴが定められていること等を求めている。 

 

規制庁は、以下に掲げる事項を確認したことから、第８号イからハまでに関する保安規定審

査基準を満足していると判断した。 

①津波警報等が発表されない可能性がある津波への対応として、運転員の確保について変

更する必要がないこと 

②津波警報等が発表されない可能性がある津波発生時に講ずべき措置として、以下の事項が

定められていること 

a.基準津波３及び基準津波４について、潮位観測システム（防護用）を構成する 4台（う

ち 1 台は予備）の潮位計のうち、2台の潮位計により津波の第 1 波の水位変動量が取

水路防潮ゲートを閉止する判断基準（以下｢閉止判断基準｣という。）への到達を検知

した場合に、循環水ポンプ停止（プラント停止）後に取水路防潮ゲートを閉止し、津

波監視カメラ及び潮位計による津波の襲来状況の監視を行うとともに、閉止判断基準

を確認した旨について、社内及び社外関係機関への連絡に関すること、また、発電所

構外の潮位計を使用して、津波検知の早期化を図る運用に関すること 

b.発電所構外において津波と想定される潮位の変動を観測した場合に、取水路防潮ゲー

ト保守作業の中断に関すること、漂流物になるおそれのある車両について津波の影響

を受けない場所への退避に関すること、並びに燃料等輸送船の荷役作業を中断し陸側

作業員及び輸送物の退避に関すること 

③取水路防潮ゲートを確実に閉止することを前提に、潮位観測システム（防護用）を構成す

る潮位計及び衛星電話（津波防護用）のＬＣＯ及びＡＯＴについて、以下の事項が定めら

れていること 

a.ＬＣＯの策定について、閉止判断基準を確認するために必要な設備の台数を踏まえて
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いること 

b.潮位計のＡＯＴについて、動作可能な潮位計の台数及び発電所構外の潮位計による代

替機能の確保の有無を踏まえていること 

c.衛星電話（津波防護用）のＡＯＴについて、通信連絡設備である衛星電話（固定）等

による代替機能の確保の有無を踏まえていること 

d.要求される措置をＡＯＴ内で達成できない場合、速やかに取水路防潮ゲートの閉止を

実施すること 

 

（２）第１６号（設計想定事象等に係る発電用原子炉施設の保全に関する措置） 

第１６号について、保安規定審査基準は、許可を受けたところによる基本設計ないしは基本

的設計方針に則した対策が機能するよう、想定する事象に応じて、次に掲げる措置を講ずるこ

と等が定められていることを求めている。 

①発電用原子炉施設の必要な機能を維持するための活動に関する計画を策定し、要員を配置

するとともに、計画に従って必要な活動を行わせること 

②必要な機能を維持するための活動を行う要員に対する教育及び訓練に関すること 

 

規制庁は、以下に掲げる事項を確認したことから、第１６号に関する保安規定審査基準を満

足していると判断した。 

①津波警報等が発表されない可能性がある津波への対応として、要員の配置、教育訓練の実

施及び手順書の整備を含む計画を策定し、同計画に基づき、必要な体制及び手順の整備を

実施することが定められていること 

②津波防護の運用管理に関する教育訓練を定期的に実施すること、大津波警報が発表された

場合等の津波襲来が予測される場合における車両退避等の訓練を定期的に実施すること、

また、津波発生時の運転操作等に関する教育訓練を定期的に実施すること 

 

なお、本申請に係る高浜発電所について、原子力規制委員会は、平成 31 年度第 4 回原子力規

制委員会において、大山火山の大山生竹テフラ（ＤＮＰ）の噴出規模は 11 ㎦ 程度と見込まれる

こと、及び、大山倉吉テフラ（ＤＫＰ）とＤＮＰが一連の巨大噴火であるとは認められず、上記

噴出規模のＤＮＰは火山影響評価において想定すべき自然現象であることを認定し、上記のとお

り認定した事実に基づけば、火山事象に係る「想定される自然現象」の設定として明らかに不適

当であり、設置許可基準規則第６条第１項への不適合が認められるため、原子炉等規制法第４３

条の３の２３第１項の規定に基づき基本設計ないし基本的設計方針を変更すべき旨、令和元年 6

月 19 日に申請者に命じたところである。申請者からは、令和元年 9月 26 日に当該事項に係る設

置変更許可申請がなされている。 

原子力規制委員会は、(ⅰ）平成 31 年度第 4回原子力規制委員会において判断したとおり、大

山火山は活火山ではなく噴火が差し迫った状況にあるとはいえず、上記のとおり認定したＤＮＰ
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の噴出規模の噴火による降下火砕物により当該発電所が大きな影響を受けるおそれがある切迫

した状況にはないこと、(ⅱ）上記の命令の適切な履行により上記の不適合状態は是正すること

ができ、かつ、大山火山の状況に照らせばこれで足りることなどから、上記命令に係る手続が進

んでいる現在の状況下における本件の審査においては、ＤＮＰの噴出規模を含め火山事象に係る

「想定される自然現象」については、既許可の想定を前提として、本申請についての基準適合性

を判断したところである。 


